
日本労働研究雑誌54

フリーランスへの団結権保障は
「集団的物乞い」の承認で足りるか
―EUにおける経緯と議論から

フリーランスを，（少なくとも雇用労働のような狭い意味での）労働者たる地位を前提と
せずに保護しようとした場合，2023 年フリーランス保護法のような個別的労働法上の規
律のアナロジーとは別に，集団特に労働組合を通じた保護も可能である。ただしそのため
には，団体交渉を行い労働協約を結ぶことが，競争法によって違法評価されないことの保
障が求められる。この点，本稿が参考にした欧州連合（EU）では，既に司法と行政の双
方において，かかる方向での発展がみられる。すなわち，一方ではいわゆる Albany の例
外法理が偽装的自営業者に適用され，他方では，競争法執行当局のガイドラインによりそ
れを越えた範囲の団体交渉・協約締結が承認されたのである。しかもそうした発展は，い
まや，EU 基本権憲章という憲法的規範のレベルで正当化されうる状況にある。しかし
EU は，過去のトラウマにとらわれて，同時に団体行動権を保障するための政策は展開で
きていない。団体交渉権の保障は，圧力手段としての団体行動権保障を伴わなければ，

「集団的な物乞い」の自由に過ぎない。ILO 第 87 号条約の解釈も参考にしつつ，フリーラ
ンスに対する効果的な団体行動権保障が構想されるべきである。
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Ⅰ　は じ め に

　自営業者ないしフリーランス 1）の法的保護は，
いわゆるフリーランス保護法（令 5 法律 25 号）の
制定にみられるように，わが国でも重要な政策課
題となっている。保護が問われているフリーラン
スのうち，現代のその典型例のように取り上げら
れており，それゆえにイメージがしやすいのは，
プラットフォームワーカー 2），特にフードデリバ

リー事業における配達員であろう。
　むろん，デリバリーライダーのように耳目を集
めている「自営業者」はそもそも明確に労働者と
評価しうるもので，フリーランスの典型例として
みることはできない，という指摘は珍しくない 3）。
しかし少なくとも実務上は，そのデリバリーライ
ダーでさえ労働者概念に包摂されないことも考え
られる。例えば EU では，プラットフォームワー
カーの労働者性についての欧州司法裁判所の初の
判断（Yodel 事件先決裁定 4））が，現実のその行使
可能性を考慮することなく，プラットフォーム
ワーカーたる小包配達員に与えられていた契約上
の裁量ゆえに，「その独立性は虚構のものではな
く」，「従属関係は存在しないように思われる」と
の評価を示している。プラットフォーム事業者側
の恣意的な操作可能性を考えれば憂慮される判断
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であるが，明文で労働実態に基づいて判断すべき
義務を負わせない限り，裁判所が常に実態をみる
保証はない。いずれにせよ，制度上存在する労働
者概念の解釈の幅の中で，社会的経済的に弱い立
場にありながら労働者として保護されない者が生
じうる。
　このようにフリーランスが，制度の不備ゆえに
必要な保護を受けられていないとすれば 5），自営
業者への誤分類を防ぐための政策のほかに，（少
なくとも雇用労働のような狭い意味での）労働者性
を前提としないその保護も，政策展開の 1 つの方
向性として検討しうる 6）。フリーランス保護法
は，わが国におけるそうした試みと位置付けるこ
とができるが，しかし，その内容は既存の個別的
労働法上の規律の部分的なアナロジーといえるも
のにとどまる。むろん学術的なレベルでは，特に
独禁法との関係でフリーランスへの集団的労働法
上の保護の可否が論じられることはある 7）。しか
し，判例の蓄積はなく，かかる保護の実現のため
の政策提言が行われるような状況にもまだない。
　対して，フリーランスの団結活動の保障の面
で，その労働者たる地位にとらわれない保護政策
が発展しているのが，EU である。広義の団結権
保障 8）が，その人的射程を拡大しつつあるもの
と捉えることができる。そこで本稿では，前史を
含めてこうした EU の動向を，またそれをめぐる
議論を概観し，今後わが国で政策議論を進めるに
あたって学ぶべきことがないかを検討するもので
ある。

Ⅱ　前史―EU 法における団結権保障の展開

　EU 労働法の歴史において，労働組合をめぐる
規律というのは，歪な発展経緯をたどっている。
その出発点は，現在の EU 社会政策の基本的構造
を形成した，1992 年の社会政策議定書・協定に
遡る 9）。すなわち同議定書・協定においては，
ヨーロッパレベルでの労働立法の権限が大幅に拡
大され，その後の EU 労働法形成の素地が形成さ
れた一方で，「賃金，団結権，スト権またはロッ
クアウト権」という集団的労働法上の重要領域に
つき，ヨーロッパレベルでの社会政策立法の権限

を排除する条項が設けられた（社会政策協定 2 条 6
項）。これが，現在の EU 運営条約 153 条 5 項に
までそのまま維持されている 10）。こうして EU 労
働法においては，労働基本権の領域は未開拓のま
ま放置されてきたのである。ところが一方で，団
結活動を抑圧しうる法的枠組みの発展に伴って，
ある意味逆側から，労働基本権に関わるルール形
成がなされていく。かかる対向法理との関係で，
そのカウンターバランスとして団結法理が形成さ
れることそれ自体は，歴史的にみれば珍しくな
い。問題は，「基本権」としての保障が，実際に
は空虚なリップサービスとして，企業の経済的自
由への従属物として形成されてしまった点にあ
る。とはいえ，EU 基本権憲章という新たな憲法
的規範のもとで労働基本権が明文で保障されるに
至り，楽観的にみれば，状況が変わったともいい
うる。次節以降でみる近時の EU 法上の政策展開
およびそれをめぐる議論の理解の前提になるた
め，以上の経緯を手短に確認しておこう。

１　協約締結の消極的保障

　まずは，EU 競争法との関係で，協約締結を消
極的な意味で保障する法理が登場する。ここでい
う EU 競争法とはすなわち，EU 運営条約 101 条
のカルテル禁止規定である。同条 1 項によれば，

「事業者間のあらゆる協定，事業者の連合が行う
すべての決定およびすべての協調的行為であっ
て，加盟国間の貿易に影響を及ぼすおそれがあ
り，かつ，域内市場内の競争を妨害，制限もしく
は歪曲することを目的とするか，またはそのよう
な結果を生ずるものは，域内市場と両立しないも
のであり，禁止される」。締結主体としての労働
組合やその構成員たる労働者が，カルテル禁止規
定上の「事業者」にあたるかという問題を置いて
おいたとしても，少なくとも使用者団体が適用対
象になることは否定し難く，それゆえに労働協約
はカルテル禁止に抵触する危険があった 11）。
　実際，加盟国内で締結されていた労働協約が
EU 法上のカルテル禁止規定に反するのではない
か，という問題提起が法廷に持ち込まれることに
なる。最も有名なのが，Albany 事件であり，
1999 年 9 月 21 日に欧州司法裁判所の判断が下さ
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れている 12）。問題になったのは，年金基金を設立
する労働協約であった。これにより分担金支払い
を義務付けられる企業が，その効力を争ったので
ある。
　しかし欧州司法裁判所は，後に「Albany の例
外（Albany exception）」と呼ばれる 13）解釈を示
す 14）：

　労使間の協約交渉の枠内でこうした〔雇
用・労働条件の改善という―筆者〕目的の
ために締結された協約は，その性質及び目的
ゆえに，〔当時の〕EC 条約 85 条 1 項〔現在
の EU 運営条約 101 条〕の適用範囲外にある
ものとみなされなければならない。

　欧州司法裁判所は，「団体交渉権」のような基
本権保障というところまでは踏み込まなかったも
のの，労働協約の性質と目的に鑑みて，競争法か
らの適用除外という一定の特権を付与したので 
ある。
　本稿の問題関心との関係で特に確認しておくべ
きなのは，かかる適用除外法理の射程が，競争法
上は「事業者」にあたるフリーランスのための協
約にも及びうると解釈されていることである。す
なわち，2014 年に下された FNV Kunsten 事件
欧州司法裁判所先決裁定によれば 15），使用者に
対する協約締結相手方が，自営の役務提供者であ
る場合，雇用関係を欠くという意味では Albany
事件で欧州司法裁判所が示した要件を満たさない
というべきであるが（para. 30），しかし，雇用関
係にある労働者と比較可能な状況に置かれている
のであれば，なお当該協約の性質と目的からして
カルテル禁止規定の適用除外を認めうる（paras. 
31, 41），というのである。本件で労働者と比較可
能な状況にある者を，欧州司法裁判所は「偽装的
自営業者（false self-employed）」と表現した。
　ところで，以上の適用除外法理においては，団
結権のような憲法的規範レベルでの基本権保障が
論拠とされることはなかった。それは，前述のよ
うに，当該領域がそもそも EU 労働法の空白地帯
となっていたことが影響していよう 16）。

２　鬼子としての労働基本権保障

　ところが Albany 事件後，かかる基本権の存在
が，思わぬ形で EU 法上承認されることになる。
すなわち，競争法とは一応別に EU 法上保障され
ている，企業の国際的な経済活動の自由との関係
で，それへの対向利益としての「団体行動権」が

「基本権」として承認されたのである。Viking 事
件 17）と Laval 事件 18）という，悪名高い 2 つの欧
州司法裁判所先決裁定である。
　かなり大雑把にいえば，前者では企業が海外に
逃避し，後者では国外から低廉労働力が流入する
なかで，労働組合がそれを阻止するための争議行
為を展開していた。これに対し企業側が，自身に
EU 法上与えられている EU 域内での国境を越え
た開業・サービス提供の自由（現在の EU 運営条
約 49 条・56 条）を侵害するとして，訴えを提起
したのであった。欧州司法裁判所の解釈によれ
ば，労働組合のかかる団体行動は企業の国際的な
経済活動の自由を制限するもので，正当化がなさ
れない限り EU 法違反となる。かかる正当化の可
能性を検討する過程で，欧州司法裁判所は，当時
EU 法にはそれを明文で保障する規定がなかった
ものの，「スト権を含む団体行動権」が「共同体
法上の一般原則の不可欠な部分を形成する基本
権」であると判示した 19）。
　このように，解釈によって基本権としての団体
行動権を導出した点で，両判決は一見すれば画期
的であった 20）。しかし問題は，基本権としての
位置付けに反して，それが国際的経済活動の自由
との関係では団体行動を正当化する方向には一切
働かず，あくまでかかる経済的自由の解釈の範疇
内でしか承認されなかったことにある。結果とし
て団体行動権は，かかる経済的自由に単に劣後す
るものとされた 21）。基本権として基盤が示され
なかった Albany の例外とは逆に，むしろ基本権
を持ち出した Viking 事件・Laval 事件先決裁定
が，組合の活動を抑圧する法理と化してしまった
のである。両事件とも，舞台が労使自治の考えが
強固な北欧諸国であり，現地労組に相当の衝撃を
与えたことは想像に難くない。
　ただ，そもそも広義の団結権保障についての権
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限排除条項が存在する中で，EU の機関たる欧州
司法裁判所としては，それを積極的に保障する創
造的解釈を行うことは困難だったようにも思われ
る。「基本権」としての団体行動権保障の空虚さ
は，権限が明確な国際的経済活動の自由にかかる
解釈の文脈で，いわば鬼子として誕生せざるを得
なかったという事情に起因するのではなかろうか。

３　労働基本権保障の確立

　もっとも，少なくとも形式的にみて，かかる
EU 労働法の歪な構造を大きく変化させたのが，
Viking 事件・Laval 事件の 2 つの先決裁定に時期
的に挟まれる形で署名され，その後 2009 年 12 月
1 日に発効したリスボン条約である 22）。
　とりわけここで確認しておきたいのは，リスボ
ン条約により，EU 基本権憲章が EU の第一次
法 23），つまり憲法的な規範に引き上げられたこと
である。EU 基本権憲章（Charter of Fundamental 
Rights of the European Union）は，ニース条約が
採択される欧州首脳理事会の際（2000 年 12 月 7
日）に採択されたものであるが 24），しかし，欧州
議会，理事会そして欧州委員会により共同で「厳
粛に宣言」25） されたもので，それ自体としては法
的拘束力を持たないとみざるをえないものであっ
た 26）。リスボン条約による改正後の EU 条約 6 条
1 項は，EU 基本権憲章を，EU 法上の憲法的規
範たる基本条約（EU 条約および EU 運営条約）と

「法的に同じ地位にある」ものと位置付けている。
これにより少なくとも，EU とその加盟国が基本
権の権利主体に対する法的な義務を負うことにな
る 27）。
　そして EU 基本権憲章は，次のような権利カタ
ログを含んでいる：

第 12 条　集会および結社の自由
（1）　何人も，特に政治，労働組合もしくは
市民社会に関わる領域において，あらゆる次
元で，自由かつ平和的に他者と集まる権利お
よび自由に他者と結社を形成する権利を有
し，これには，自身の利益保護のために労働
組合を結成しまた労働組合に参加する権利が
含まれる。

……〔中略〕……
第 28 条　団体交渉および団体行動の権利
　労働者および使用者ならびにそれらの団体
は，連合法ならびに個別国家の法規定および
慣習に従い，適切な次元で労働協約を交渉し
また締結する権利，ならびに，利益対立があ
る場合に自身の利益を守るためにストライキ
を含む団体行動を行う権利を有する。

　EU 基本権憲章は，建前上はそれまでの基本権
保障の現状を「可視化」したものに過ぎず（憲章
の前文第 4 段落参照），また，EU の権限拡大への
加盟国の不信感から設けられたさまざまな留保に
より，それが労働者・労働組合の基本権を強化す
るものとして機能する保証はない 28）。ただ，明
文で団結権・団体交渉権・団体行動権が保障され
たことにより，それを足掛かりとした楽観的なシ
ナリオは描きやすくなったと思われる。実際，
EU 基本権憲章は，競争法と団結活動との関係に
ついての近時の学術文献において，規範的な根拠
として持ち出されることが珍しくない（後述Ⅲ 2，
Ⅳ 2参照）。

Ⅲ　一人自営業者の労働協約の解放

　以上のように EU における広義の団結権保障
は，一方では，基盤としての基本権を欠いたまま
競争法上の適用除外法理として，そして他方で
は，空虚な基本権保障として発展してきた。この
うち前者においては，「偽装的自営業者」と認め
られればフリーランスでも雇用労働者と同様の保
護を得られることも明らかにされたが，これによ
り実際に労働協約締結が促進されるかは心許な
い 29）。フリーランスに対する団結権保障は，2 つ
の隘路を前にして立ち往生していたのである。そ
こに，前者の路を拡張する政策が展開する。2022
年 9 月末に公表された，欧州委員会の「一人自営
業者の労働条件に関する労働協約に対する EU 競
争法の適用についてのガイドライン」30）（以下「2022
年ガイドライン」）である。他方で，かかる政策を
支える EU 基本権憲章の解釈も登場している。
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１　経緯・内容

　欧州委員会による問題提起は，2020 年 6 月に，
EU のデジタル単一市場戦略の一環として，当初
は「オンラインプラットフォームを介してサービ
スを提供している自営業者たる個人」についての
意見公募という，やや対象を絞った形で行われ
た 31）。その後，2021 年 1 月には，「一人自営業者

（solo self-employed）」に対象を拡大することも視
野に入れた端緒的影響評価が公表され 32），同年
12 月には一人自営業者を対象としたガイドライン
案（C（2021）8838 final）が公表された 33）。これ
らをもとにパブコメ，一般協議が行われ，最終的
に 2022 年ガイドラインの策定に至る。
　同ガイドラインの内容については，詳細な紹
介・分析は紙幅の関係上避け，以下の基本的なこ
とだけを確認しておこう 34）。まず，ガイドライ
ンの性質である（その第 10-12 項参照）。これはあ
くまで欧州委員会が発しているものであって，そ
れ自体に法的拘束力があるわけではない。しか
し，EU 運営条約 101 条のような競争法規定の執
行機関の中核といえる欧州委員会が，自身でどの
ようにそれを適用するつもりかを説明するもので
あり，実務上のインパクトは大きい。
　具体的に 2022 年ガイドラインが明確にしよう
としているのは，「一人自営業者」すなわち「雇
用契約または雇用関係になく，主として自身の個
人的労働により関連役務の提供を行う者」（第 2
項（a））およびその相手方が，「EU 運営条約 101
条に抵触するリスクを負うことなく団体交渉を行
い労働協約を締結できる条件」（第 10 項）である。
これには，大きく分けて 2 つの場合がある。
　第一に，既存の判例法理つまり Albany の例外
の延長線上で，EU 運営条約 101 条の適用範囲外
となる場合である（2022 年ガイドライン第 3 章：
第 20 項以下）。すなわち，個人自営業者が「労働
者と比較可能な状況にある場合」である。ただし
ガイドラインは，これを判例法理で適用範囲外と
明言された偽装的自営業者という概念に限定せ
ず，代わりに 3 つのカテゴリーを掲げた。①経済
的依存状態にある一人自営業者，②労働者と「共
存して」働く一人自営業者，③デジタル労働プ

ラットフォームを介して働く一人自営業者であ
る。これらの者は，そもそも適用範囲外なのであ
るから，欧州委が法執行の対象とはしないという
ことが明確にされた。
　第二に，かかる労働者と比較可能な状況にある
者でなくても，それと同様の困難に直面しうる一
人自営業者については，欧州委員会がその労働協
約に「介入しない」ことが宣言されている（2022
年ガイドライン第 4 章：第 32 項以下）。すなわち，
①一定の経済力を有する相手と取引を行う者や，
②加盟国国内法や EU 法において団体交渉・協約
締結が保障ないし許容されている者がそれに該当
する。

２　基　盤

　2022 年ガイドラインは，Albany 事件から FNV 
Kunsten 事件までの欧州司法裁判所判例を確認
しているに過ぎない，と説明できる側面もある。
拡張的ではあるが，上記第一の場合がそうであ
る。しかし，上記第二の場合は明確に異なる。こ
れは，判例法理の示す適用除外法理（Albany の
例外）の対象とされておらず，本来は競争法が適
用される者である。ガイドラインは，それでもそ
の脆弱性を根拠に欧州委員会の執行権限の不行使
を明言している点において，判例法理を超えた意
義を有する 35）。
　そうすると，その根拠をどこに求められるのか
が疑問になる。この点，Albany の例外を示すに
際して欧州司法裁判所が強調していたのは，その
目的や権限を規定する基本条約によれば EU が競
争政策だけでなく社会政策および労使の対話にも
価値を認めているということであった 36）。実は，
2022 年ガイドラインもまた，具体的な解釈を展
開する前に総論的に，EU の目的規定等を確認し
ている（第 4 項）。しかしここで注目したいのは，
ガイドラインが従来の欧州司法裁判所判例とは異
なり，団体交渉を保障する基本権に明示的に言及
していることである。すなわち，EU 基本権憲章
28 条である。ガイドラインの示した適用除外法理
は，かかる基本権に依拠しているとも考えうる。
　実際，最近の学説のなかには，まさに同条を根
拠にして自営業者にも団体交渉権が保障されると



59

論　文　フリーランスへの団結権保障は「集団的物乞い」の承認で足りるか

No. 778/May 2025

説くものがある。すなわち UCL とルーヴェン大
学の教授らによる共著論文によれば 37），EU 基本
権憲章 28 条は，欧州社会憲章（European Social 
Charter）の第 6 条 2 項と関連付けて解釈される
べきであり 38），同項にかかる有権解釈によれば，
その人的適用範囲には自営業者（ただし，主とし
て自身の労務提供によってまたは限られた顧客にのみ
労務提供することによって，その主たるまたは全ての
収入を得ている者が念頭にある）も含まれるという
のである。

Ⅳ　争議権の欠落？

　EU におけるフリーランスに対する広義の団結
権保障の状況をまとめれば，司法と行政の双方に
おいて協約交渉・締結が許容されつつあり，ま
た，EU 法にはかかる判例と政策の基盤としての
基本権も見出しうる状況にあるといえる。学説の
議論水準に大きな差はみられないように思われる
が，やはり，判例や政策の先進性には彼我の差を
感じずにいられない。とはいえ EU 法の展開に
も，不足を見出すべき部分がある。それが，フ
リーランスに対する団体行動権ないし争議権の保
障である。

１　2022 年ガイドラインにおける欠落

　実は 2022 年ガイドラインは，草案段階の第 16
項において次のような規定を含んでいた：

　……一人自営業者が，例えば相手方が労働
条件にかかる協定を締結するつもりがないこ
とを理由に，特定の相手方に対する役務提供
拒否を集団的に決定する合意については，個
別の評価が必要である。かかる合意は，労働
の供給を制約し，それゆえに競争法上の懸念
を生じうる。かかる調整された労働力供給拒
否は，それが労働協約の交渉または締結のた
めに必要かつ相当なものであることが証明さ
れるかぎりにおいて，本ガイドラインの目的
上は，それが関連付けられている……ところ
の労働協約と同じように扱われることになる。

　これは，明らかにストライキのような労務不提
供型の争議行為を念頭に置いたものである。「個
別の評価が必要」とはされつつも，労働協約と同
様にガイドラインの適用対象としうるものとされ
ていたのであり，したがって競争法の頸木から争
議行為をも解放する可能性を持っていた。ところ
が，成立版のガイドラインにおいては，こうした
文言が消えている。
　そしてこの背景に，草案への労使からの（おそ
らく意図せざる）挟撃があったことは，特筆に値
する 39）。もちろん，使用者側が，EU 運営条約 153
条 5 項の規制権限制約の趣旨や，ストライキ保障
が過度に一人自営業者を有利にする可能性を指摘
しつつ，削除を含めてかかる提案への修正を求め
たことは，驚くに値しない。興味深いのは，他方
で労働組合側からも，逆の観点から明確な反対が
あったことである。すなわち欧州労連（ETUC）
は，やはり EU にストライキについての規制権限
がないことを指摘しつつ，「必要かつ相当」とい
う基準で団体行動を制約するような記載はすべて
削除されるべきと主張している。また UNI Europa
も，ストライキが制約される可能性に懸念を表明
し，草案の前記の文言が削除されるべきと述べて
いる。
　かかる労働組合側の懸念は，前述の EU 法上の
労働基本権保障の展開経緯を踏まえると，より良
く理解ができる。実は，草案について ETUC が
問題視した「必要」や「相当」という言葉は，
Viking 事件・Laval 事件で団体行動権抑制のキー
ワードとして使われたものであった。このこと
は，とりわけ北欧の労働組合のトラウマを呼び起
こすに十分であったと思われる。
　しかし，結果として団体行動権に対する競争当
局からの保証を得るチャンスを失った側面も，や
はり否定し難い。EU 運営条約 153 条 5 項の権限
排除が，ストが EU 法上の他領域のルールとの関
係で常に免責を得ることを保障しないことは，既
に Viking 事件等が証明している。そもそもそう
であれば，「団結権」にかかる権限排除との関係
で，団体交渉をガイドラインの対象にする必要す
らなかったはずである。
　なお，現行のガイドラインの射程も，協約の交
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渉・締結そのものに限られているわけではなく，
各種の団体行動が含まれる可能性も指摘されてい
る 40）。もっとも，争議行為についてかかる解釈が
妥当するか，上記の経緯からすると疑問もある。
　実際 2022 年ガイドラインのアプローチに対し
ては，争議権を明確に保障しなかったことが問題
として指摘されている。「何故，団体交渉へのア
クセスのみ保障し，ストライキ権のような労働者
の他の重要な集団的権利へのアクセスを保障しな
いのか」41） とか，あるいは，「ストライキ権を伴
わない団体交渉は集団的な物乞い以外の何もので
もない，という古くからの格言を指摘せざるをえ
ない」42） という指摘がそうである。

２　基本権レベルでの保障

　そもそも，前述のように保護が必要なフリーラ
ンスへの団交権保障が主張されていることからす
れば，こうした疑問は自然と生じよう。EU 基本
権憲章 28 条の特徴として指摘されるように，団
交権と団体行動権は基本権レベルでは結合を見出
しうる 43）。前者がフリーランスにも保障される
のであれば，後者も保障されるべきであり，競争
法との関係でも適用除外を享受すべきという議論
が出てくるのは当然である。実際に学説上，フ
リーランスにも争議権ないし団体行動権が保障さ
れるはずだという主張は展開されている。
　このうち，わが国も関わる議論であるためここ
で優先的に紹介しておきたいのが，ルーヴェン大
学教授 Hiessl の議論である 44）。Hiessl は，ILO
の基本条約を根拠に，自営業者であっても団体行
動を含めた労働基本権の保障が要請されているこ
と，そして EU 法（EU 基本権憲章 28 条を含む）
についても同様の解釈が可能と主張する。この主
張の重要な論拠になっているのは，ILO の結社
の自由委員会（CFA）45） により，結社の自由の権
利保障の人的適用範囲を画する基準は，「雇用関
係の存在に基づくものではない」とされたことに
ある 46）。もともと CFA の解釈として，「結社の
自由という原則によれば，軍隊及び警察の構成員
だけを例外として，全ての労働者が自身の選択に
より団結を設立しまた団結に参加する権利を有す
るべきである。当該権利保障の人的対象の画定の

ための基準は，したがって，雇用関係の存在に基
づくものではない。それは，例えば農業労働者，
自営労働者（self-employed workers）一般あるい
は自由業を遂行する者らの場合にはしばしば存在
しないものであるが，これらの者はそれでも団結
権を享受すべきである」ということは，既に確立
したものと理解されてきた 47）。上記ケースにおけ
る CFA の見解は，これに従ったものである 48）。
　もっとも，Hiessl の主張については，ILO 第
87 号条約によりストライキ権も保障されている，
という解釈が前提になっていることに注意が必要
である。たしかに，繰り返し示されてきた結社の
自由委員会の解釈によれば，「ストライキ権は，
第 87 号条約により保護される団結権の本質的な
コロラリーである」49）。しかし，かかる解釈には
使用者側からの根強い反対があり，国際司法裁判
所で係争中である 50）。今後の動向が注目される。
　そのほか，ミラノ大学教授の Razzolini は，団
体交渉やストライキ権保障の歴史的契機について
の理解，すなわち，それは雇用契約のような特定
の契約類型と結びつけて保障されてきたのではな
く，現実の社会的経済的不均衡ゆえに，平等をも
たらし，政治的な民主主義の前提として経済にお
ける民主主義を達成しようとするものであったと
いう認識から，自営業者にもそうした不均衡を認
めうる限り権利保障すべきという主張を展開して
いる 51）。また，ドイツ法にかかる学説として，
規範的効力のある労働協約締結を保障されていな
い点で，それを前提とした争議権保障があるとは
いえないが，保護の必要性からして，団結権を保
障する基本法 9 条 3 項により，圧力手段として契
約に基づく役務提供の一時停止という団体行動の
権利が保障されていると説く見解もある 52）。
　なお，ILO 条約をめぐる CFA の解釈は，結局
のところ，労働法上の権利保障の人的適用範囲を
広く解するものであって，労働者概念の再考を迫
るものとも理解可能である。ただ，基本権レベル
での根拠は同じでありつつ，具体的に適用される
ルールが異なりうることも示唆されており 53），
単純な労働者概念の拡張ともいいきれない点には
留意が必要に思われる。
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 1）本稿では，労働法の人的適用対象概念である労働者に含ま
れないという意味で自営的に，かつ自身の労働力を用いて役務
提供をしている者を，「フリーランス」と表現しておく。した
がって典型的には，他人を雇用してその労働力を用いておら
ず，一人で働いている者ということになる。

 2）インターネット上のプラットフォームを介したこの働き方
について基本的なことは，沼田雅之「プラットフォームエコノ
ミーが現代企業に与えるインパクトと社会法上の課題」日本労
働法学会誌 135 号（2022 年）3 頁を参照されたい。

 3）Razzolini, ‘Self-employed Workers and Collective Action’, 
Comparative Labor Law and Policy Journal, Vol. 42（2）2021, 
pp. 3, 17, 27. わが国で早くからこの点を指摘していたものとし
て，浜村彰「日本の Uber Eats をめぐる労働法上の課題」浜
村彰＝石田眞＝毛塚勝利編『クラウドワークの進展と社会法の
近未来』（労働開発研究会，2021 年）46-52 頁（初出：2019 年）
参照。より対象の広い検討として，沼田・前掲注 2）11-12 頁
も参照。

 4）ECJ order of 22.4.2020, Case C-692/19［B v Yodel］ECLI: 
EU:C:2020:288. 本先決裁定につき詳細は，拙稿「プラットフォー
ム就労に関する EU の政策動向」浜村ほか編・前掲注 3）247-
253 頁を参照されたい。

 5）プラットフォームワーカーたるデリバリーライダーの置かれ
た状況を構造的不正義として捉え，労働組合をはじめとした集
団によるエンパワメント，そしてその組織的活動への国家の支
援の重要性を説くものとして，Bogg, ‘Freedom of association 
and structural injustice’, in: Mantouvalou/Wolff（eds.）, Struc- 
tural Injustice and the Law, London 2024, pp. 134-138, 150-153
参照。ただしその主張は，労働者概念をより広範に認めるべ
き，というものに落ち着いているようにみえる（pp. 164-165）。
立場の強いプラットフォーム事業者による非労働者としての位
置付けの押し付けと，それによりもたらされる競争法上の制約
を構造的な問題と捉える点では，Buendia Esteban, ‘Examining 
recent initiatives to ensure labour rights for platform workers 
in the European Union to tackle the problem of domination’, 
Transfer, Vol. 28（4）2022, p. 477 も共通する。

 6）プラットフォームワーカーに対象を限っているとはいえ，
そのいずれをも試みているのが，EU のプラットフォーム労働

Ⅴ　結びにかえて

　本稿で概観してきたように，フリーランスに対
する広義の団結権保障の政策は，EU において
は，判例の蓄積もあってわが国よりも先進的に取
り組まれているといわざるをえない。ただ，団体
交渉・協約締結と競争法との関係についていえ
ば，その裏付けとなる基本権の解釈を含め，わが
国の学説の議論水準が見劣りするとは思えない。
EU における政策展開とそれをめぐる議論から学
ぶべきことがあるとすれば，フリーランスの団体
交渉・協約締結の保障を論じる際には，あわせ
て，―EU では過去のトラウマにとらわれて実現
しなかったが―争議ないし団体行動の保障も議論
する必要があるのではないか，ということであ
る 54）。そして EU の議論からは，ILO 第 87 号条
約の解釈など，わが国にも応用できそうな知見も
得られた。
　しかしこのような問題提起に対しては，「フ
リーランスは争議権など求めていない」という非
難が寄せられそうである。実際，筆者は本稿の構
想段階でかかる指摘を受けたことがある。フリー
ランスとされる配達員のスト事例をみれば 55），
事実に反するようにも思われる指摘だが，同事例
は単に従来の枠組みでも労働者性が肯定されるべ
きものとみれば十分な反証とはならないので，か
かる非難に一定の応答をしておく必要があろう。
以下結びにかえて若干のコメントを残しておき 
たい。
　そもそも，現在フリーランスの団体がストライ
キという戦略に重きを置いていない背景には，少
なくとも部分的には，協約を結ぶことが競争法適
用の脅威によって妨げられているということも指
摘される 56）。他面で，フリーランスの団体行動
やストライキの権利が保障されておらず，交渉相
手方の意欲如何に協約締結の成否が左右されてし
まうことがあれば，協約締結が保障されてもその
件数は伸び悩む可能性がある 57）。とすれば，協
約交渉・締結が可能になれば，フリーランスが圧
力手段としての争議権を求める可能性は否定でき
ない。現状だけをみてその必要性を否定するのは

早計である。
　ただし，争議権ないし団体行動権保障をストラ
イキのみを念頭に論ずるのであれば，「フリーラ
ンスは争議権など求めていない」という非難が致
命的な批判となりうることも指摘しておかなけれ
ばなるまい。現代のフリーランスには，特定のカ
ウンターパートを見出しづらく，ストライキを実
施したところでその圧力としての有効性には疑問
を投げかけうる 58）。フリーランスに対しては，
むしろストライキに限定されない多様な圧力手段
を広い相手方との関係で保障することこそが，団
体行動権保障の趣旨からして求められているので
はなかろうか 59）。その意味では，未だに「スト
ライキ」に限定して特集を組んでいる本企画自体
にも，物申さねばならないのかもしれない。
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指令（Directive（EU）2024/2831, ELI: http://data.europa.eu/
eli/dir/2024/2831/oj）である。同指令については，濱口桂一
郎「EU のプラットフォーム労働指令」季刊労働法 285 号（2024
年）160 頁，脇田滋「プラットフォーム労働者保護をめぐる新
動向―画期的な EU 指令と総会審議に向けた ILO アンケー
ト」労働法律旬報 2060 号（2024 年）20 頁を参照されたい。
提案段階での紹介として，拙稿「EU のプラットフォーム就労
指令案―条文全訳と解説」労働判例 1261 号（2022 年）5 頁
もある。

 7）藤木貴史「プラットフォームワーカーに対する集団法上の
保護」日本労働法学会誌 135 号（2022 年）45-52 頁，長谷河
亜希子「労働法と経済法の協働」日本労働法学会誌 137 号

（2024 年）74-78 頁，大木正俊「労働法と経済法の関係をめぐ
る日本の現状と課題」同誌同号 93-96 頁。

 8）ここでいう「広義の団結権保障」とは，内容として団体行
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